
前回方針からの変化状況の検証・公共施設を取り巻く現状と課題、改善の方向性
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等

①公共施設マネジメント計画時点（H27.7） ②公共施設マネジメント
実⾏計画（R2⾒直し）

57.6万㎡
（7.4㎡/人）

現在の保有量R4.1.27時点）削減目標

20年間
(2035年
まで)
27％の
削減

• 実⾏計画⽐で
は5.2万㎡減。

• 今後も廃止予
定施設あり2023年

までに
27％の
削減

53.7万㎡
（6.5㎡/人）

築30年以上42%
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前
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10,000

20,000

30,000

新耐震基準（1981年より後の建築）
1068棟 70.8％ 36.3万㎡ 69％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
440棟 29.2％ 16.3万㎡ 31％

52.4万㎡
（6.8㎡/人）

築30年以上59%

・合併特例債での庁舎整備
・公共施設適正化

第２次日光市総合計画
基本構想（H27）

学校⻑寿命化計画（R3）
・5CR未満の複式学級校の解消
・地域拠点として複合化

市営住宅⻑寿命化計画（R3）
・今後20年で、⼩規模⽊造を
廃止

⽴地適正化計画（H30）
・日光・藤原地域に副次拠点
・都市機能の誘導を図る

1

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画

削減計画

他
の
上
位
・関
連
計
画

方針①
コストの
圧縮

・日光市役所 築46年 9833㎡
（単独庁舎）

・日光総合支所 築96年 2449㎡
（単独・⽼朽庁舎）

・藤原総合支所 築55年 1539㎡
（単独庁舎）

・栗⼭総合支所 築42年 2084㎡
（公⺠館複合）

・日光市役所

・日光⾏政センター
（図書館・公⺠館複合）

・藤原⾏政センター
（公⺠館複合）

・栗⼭⾏政センター
（公⺠館・保健施設
・保育施設複合）

14,418㎡（単独施設）

556㎡（78％削減）
2204㎡（複合分含む）
535㎡（65％削減）
1,778㎡（複合分含む）
596㎡（71％削減）
1,287㎡（複合分含む）

H27

⼩学校 26校 3,762人
中学校 15校 2,098人

R3

⼩学校 24校 3,139人
中学校 15校 1,770人

H27

市営住宅全体 106,661㎡
うち⽊造住宅 28,760㎡

R2

市営住宅全体 103,860㎡
うち⽊造住宅 18,638㎡

（成果・効果）

（課題）
• 目標・計画削
減量には未達

• １人当たり保
有量は減少し
ない

方針②
保有量削減
の取り組み

方針③
最適化の
取り組み

前回計画の方針に基づく取り組み状況

施設保有量・築年別整備状況
• マネジメント計画策定時よ
り-1.3万㎡（-2.4％）の削減
を達成

• 目標や計画値までは到達し
ていない。

• ⽼朽化が進⾏している。
• 急速な人口減少が進んでお
り、保有量は減少している
が１人当たり保有量は増加
している

•施設削減は進⾏中だが、人
口減少の加速や厳しい財政
状況より、これまでよりも
厳しい目標での対応が求め
られる

•特に⾏政センター・地区セ
ンターで、複合化による施
設更新が⾏われている

（成果・効果）

（課題）

• 庁舎や⾏政センター等で集
約化・複合化を実現し、庁
舎保有量としては50％の総
量削減を達成

• 学校（体育館）と他の公共
施設の複合化を実現

• 資産売却も実⾏しているが
成⽴したのは条件のいい案
件で対象の12％にとどまる

（成果・効果）

•まちづくりと連動した公共
施設再編、施設配置が必要

•学校と一般施設をあわせて
⾒直す必要がある

•学校を維持できない地域、
地区への対応策の検討必要R3に⼩百⼩（今市地域）

R4に栗⼭⼩中を廃止し、
さらに2校の削減予定

・LCC削減
・⻑寿命化対応

施設規模の圧縮
コンパクトな配置

・従来、50年だった耐⽤年数を、⻑寿命化により80年に⻑寿命化

・清滝体育館・⼥性サポートセンターへの「清滝公⺠館・清滝出張所」
（452㎡）の複合化

整備・運営⾯での⺠間
活⼒の導⼊

資産売却による財源
（収⼊）の確保

・藤原地区保育園４園（計1,500㎡）を２園に統合、⺠営化、新築の実施
（⻤怒川・藤原・下原・⾼徳保育園の統合）

・H29「市有財産の利活⽤に関する基本⽅針」策定
・中央町土地２区画、旧御幸町分庁舎、旧⼩倉町分庁舎を売却済み

重複施設機能の整理 ・日光文化会館の廃止、藤原総合文化会館の休止。
今市文化会館の暫定利⽤

建替え、複合化による
施設の統廃合

【庁舎建替え時に集約化・複合化】
・藤原⾏政センター・藤原公⺠館（2017）
・日光⾏政センター・日光公⺠館・日光図書館（2017）
・栗⼭⾏政センター・栗⼭公⺠館・栗⼭保健センター
栗⼭デイサービスセンター、くりやま保育園（2019）

新規施設整備時に、
全体総量の中で調整

・道の駅日光日光街道ニコニコ本陣(9,321㎡)新規整備（2015）
・歴史⺠俗資料館・⼆宮尊徳記念館・市⺠活動支援センター新規整備（2017）

⽴地環境等を考慮し最
適なサービスを提供

・藤原地域では、三依⼩・中学校の体育館建て替えを一般公共施設との複合で整
備し、地区センター・公⺠館・保育施設と学校体育館を複合化（3559㎡削減）

機能重視への転換で利
⽤率や満⾜度を向上

・藤原保健センター・栗⼭保健センターを、⾏政センタ―の改築時に機能移転

日光

藤原

今市・日光

地域内の機能重複解消
複合化による⾯積削減

サービスの向上と維持
管理コスト軽減

売却益の公共施設マネ
ジメントへの充当

今市・日光・藤原

今市・日光・栗⼭

今市

藤原

栗⼭・藤原

維持管理コスト２億円
の削減

建物廃止3棟
地域の拠点となる施設
の整備

全体総量増なしでの新
規施設整備

地域の拠点となる施設
の整備

コスト最適化、施設削
減への対応

方針 取組状況 地域 効果

全市

庁舎
公⺠館
図書館改築

公⺠館・図書館の位置に
⾏政センターを移転建替

（日光⾏政センター）

庁舎

拠点施設を新しい場所に新築

40年間の維持管理コス
ト、211億円の削減

資料２

対応策

今市 藤原日光

建替

建替・複合化

建替・複合化

建替・複合化

２校統合 ４校の
適正配置実施

⼤原住宅の建替え
⾜尾地域の⽊造住宅の廃止

成果・効果・課題実態
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その他 用地取得費

道路・橋梁等に係る投資的経費 公共施設に係る投資的経費億円

公共施設に係る
投資的経費
平均51.7億円

道路・橋りょうに
係る投資的経費
平均21.4億円

投資的経費
平均78.5億円

投資的経費に占める
公共施設分の割合
平均66％

その他 用地取得費

道路・橋梁等に係る投資的経費 公共施設に係る投資的経費

●歳出額

●歳出⾒込

●基⾦残⾼

地域人口は、今後
1,000人を下回る

地域人口は、今後
1,000人を下回る

⼩中学校は
H29に複合化

栗⼭・湯⻄川の２集落だ
が、２集落間の道路交通
が悪く統合が難しい

⼩中学校を
複合化予定

藤原地域の人口は南
側に集中

市の拠点地域
市役所・市域施
設が集中

藤原地域北部
は、人口が希薄

副次拠点。庁
舎・図書館・
公⺠館複合の
核となる施設
あり

副次拠点。庁舎・
公⺠館複合の核と
なる施設あり

●今後の財政制約ライン

●人口状況（2020年） ●地域別人口（2010年） ●地域別人口（2020年）

・2020年の人口は7.7万人
・過去15年間で18％減少
・今後25年間で45％減少予測

●全計画との将来人口推計の比較

前計画の策定時より
も人口減少スピード
が加速している

・前回計画当時の推計を上回る速さで人口が減少
・今後人口減少が加速し、2030年に6.4万人、
2045年に4.5万人にまで減少

今市地域への人口集中
が進⾏している

• 前回計画直前の、H28⇒H25の歳出平均額は413億円/年
• 扶助費が41⇒62億円に増加する等、義務的経費の割合が増加
• 前回計画以後の、H26⇒R1の歳出平均額は435億円/年（増加）
• 庁舎建設には合併特例債を活⽤

• 今後の⾒通しでは、R4⇒R12までの歳出⾒込は413億円/年で
推移

※「⻑期財政の収支⾒通しの改訂について」令和3年10月

• R4年時点での基⾦残⾼は44億円。R9には底をつく⾒通し
• R10年以降は⾚字財政となる⾒込み

●普通建設事業費

• 今市地域を除き、
今後25年で人口が
半減〜８割減少⾒
込み • 三依地域セン

ター、公⺠館、
保育園、小中学
校体育館の改
築・複合化

今市 日光 藤原 栗⼭ ⾜尾

40.8億円/年
35.0億円/年

15.8
億円/年

19.2
億円/年

公共施設

今 回

道路・橋梁

15.0
億円/年

25.8
億円/年

前 回

今市

日光

藤原

栗⼭

⾜尾

公
共
施
設
を
取
り
巻
く
現
状
と
課
題

今市

日光

藤原

栗⼭

⾜尾

今回の人口推計

前計画の人口推計

• 市内北⻄部の急峻な⼭々に囲まれた地域。
• 合併時より15年で人口が半減
• 日常⽣活圏は栗⼭・湯⻄川の２地区

• かつては銅⼭の町として発展。昭和 48 年
の銅⼭の閉⼭以降、急激に人口が減少

• 今後は、年少人口がほぼ居なくなる⾒込み

• 観光地域であり、東部の市街地は今市市街
地に次ぐ拠点性がある。市の副次拠点。

• 日常⽣活圏が４地域あり、⻄部と南部は⼭
林

• 市役所の⽴地する中⼼部で、文化会館や図
書館等の市域対応施設・中央公⺠館も⽴地

• 周辺地区でも地区センターや運動公園・体
育館等の地域施設もまんべんなく⽴地す
る。

• 南部は⻤怒川温泉などの観光地で人口が
集積する市の副次拠点。

• 北部の三依地区は⼭岳地で人口も希薄

成果・効果・課題

（成果・効果） （課題）

• 人口減少が今後も進⾏する
予測

• 今市地域への人口集中が進
み、保有量のギャップが今
後さらに拡大する

（課題）

•今後の人口に⾒合った施設
保有量への削減

• 地域を跨いだ学校施設の統
廃合が既に計画されてお
り、学校を維持できなくな
るエリアもある。

（課題）

•地域の中心や副次拠点へ
の距離、地域の人口規模
等、地域の実情に応じた
再編が必要

• 令和10年以降は⾚字財政と
なる⾒通しも踏まえ、前回
より厳しい財政制約ライン
が想定される。

（課題）

•財政状況の悪化を前提とし
て、確実に施設再編を進
め、総量縮減やコスト削減
に努める必要がある

• 今後の⾒通しでは、R4⇒R12までの
歳出⾒込は413億円/年で推移

※「⻑期財政の収支⾒通しの改訂につい
て」令和3年10月 日光市財政課

•投資的経費
に占める公
共施設分の
割合は66％

•市の財政⾒通しより、維持補修費及び普
通建設事業費の⾒込み額を35.0億円/年と
再設定すると、前計画より5.8億円厳しい
値となる。

実態
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新耐震基準（1981年より後の建築）
96棟 46.6％ 3.1万㎡ 56.6％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
110棟 53.4％ 2.4万㎡ 43.4％
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新耐震基準（1981年より後の建築）
204棟 90.3％ 4.6万㎡ 91.7％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
22棟 9.7％ 0.4万㎡ 8.3％
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新耐震基準（1981年より後の建築）
138棟 67.3％ 3.2万㎡ 59.9％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
67棟 32.7％ 2.1万㎡ 40.1％
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新耐震基準（1981年より後の建築）
179棟 65.8％ 6.3万㎡ 56％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
93棟 34.2％ 4.9万㎡ 44％
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新耐震基準（1981年より後の建築）
409棟 76.7％ 18.7万㎡ 74.7％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
124棟 23.3％ 6.4万㎡ 25.3％

今
後
の
コ
ス
ト

ハ
ー
ド
⾯
・の
実
態
（シ
ス
テ
ム
に
よ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

築
年
別
保
有
量

前回方針からの変化状況の検証・公共施設を取り巻く現状と課題、改善の方向性

3

地
域
別

劣
化
状
況

（成果・効果） （課題）

• 適正化を実施しているもの
の、施設追加等で総量が減
らせていない

（課題）

•今市地区・日光地区の建物
から優先的に改修に着手す
る

• 40年間の維持更新コストを
51.8億円/年と試算
⇒財政制約ライン25.8億円
に対して、2.0倍の乖離

• 施設削減により、
40年間の維持管理
コストは46.4億円/

年に低減した
• ただし、投資的経費
が減少したため、乖
離幅は2.3倍に拡大
している

40年間
51.8億円/年

2.0倍

• 地域によって築年のピーク
や総量、削減量が大幅に異
なっているため、地域に応
じた対応が必要

• 今市地区と日光地区の学校
施設、次いで公共施設で劣
化が進んでいる。

• 残り3地区も劣化はそこそ
こあるが、殆どが部位改修
で対応できるもので、問題
は少ない

（課題）

•複合化・集約化や適正規
模・適正配置をより進める
必要がある

• 乖離幅が拡大しており、⻑
寿命化だけでは対処できな
くなってきている

（課題）

53.7万㎡
築30年以上42%

• 築30年以上の施設が42％から59％へと増加
• 人口減少に伴い、1人あたり保有量は6.8㎡/人に増加

6.1㎡/人

• 学校は築35年以上の棟
33棟のうち28棟がC評価
またはD評価

• 公共施設も1990年代の
建物まで、早急に対応
が必要な建物（D評価）
がある

• 学校施設で調査対象と
なる棟は全て築25年以
上が経過しており、ほ
ぼ全ての棟で、C評価ま
たはD評価がみられる

• 公共施設は1990年代ま
でC評価またはD評価が
みられる棟が大半。
2000年代の建物も局所
的に劣化がみられる

• 学校施設は旧耐震基準
の建物のうち、1棟除く
全棟でC評価またはD評
価がみられる。

• 公共施設は1990年代ま
でC評価またはD評価が
みられる棟が大半

• 公営住宅も1990年代以
前はC評価またはD評価
がみられる。

• 学校施設は総量も少な
く、劣化も局所的。

• 公共施設も足尾認定子
ども園を除いて局所的
な劣化がほとんど。

• 公営住宅の外壁で劣化
が著しい。

• 学校施設は総量も少な
く、劣化も概ね屋根の
み。

• 公共施設はあまり劣化は
していない。

• 公営住宅は旧耐震の未劣
化。

2.3倍

40年間
46.4億円/年

現在の財政制約ライン
19.2億円/年

財政制約ライン
25.8億円/年

一般公共施設
学校施設
市営住宅

今市 日光 藤原 栗⼭ ⾜尾

旧耐震25.3％ 新耐震基準74.7％

保有量
25.1万㎡
全体の48％

4.3㎡/人 9.8㎡/人 13.0㎡/人 51.3㎡/人 30.4㎡/人

旧耐震44％ 新耐震基準56％

保有量
11.2万㎡
全体の21％

旧耐震40.1％ 新耐震基準59.9％

保有量
5.3万㎡

全体の10％

旧耐震8.3％ 新耐震基準91.7％

保有量
5.0万㎡
全体の9％

保有量
5.6万㎡

全体の11％

旧耐震43.4％ 新耐震基準56.6％

• 学校施設が大半を占める
• 庁舎を建替えたため、保有
量は2014年の24.4万㎡から
増加

• 一人当たり保有量は⽐較的
少ない

• 直近の庁舎建て替え
時に集約化

• 2014年と⽐較して1.3

万㎡削減している
• 旧耐震基準の建物の
割合が多い

集約化 集約化 集約化

• 公営住宅の割合が多い
• 学校施設の割合は⽐較
的少ない

• 人口が少ないため、1

人あたり保有量が多い
• 築60年以上の建物が
多い

• 人口が少ないため、1

人あたり保有量が多い
• ⽐較的新しい建物が多
い

• 直近の庁舎建て替え
時に集約化

• 学校の割合が⽐較的
少ない

• 2014年から1.4万㎡削
減している
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10,000

20,000

30,000

新耐震基準（1981年より後の建築）
1068棟 70.8％ 36.3万㎡ 69％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
440棟 29.2％ 16.3万㎡ 31％

（R4.1現在）

築30年以上

59％

6.8㎡/人

52.4万㎡

学校が特に⽼朽化

全庁舎を複合
化の上更新

21%
7%

72%
49%

15%

36%
16%

38%
46%

27%

22%
51%

36%

23%

41%

学校 学校

複合化施設

• 学校等は減らせて
いるものの、市庁
舎の改築で⾏政系
施設は横ばい、社
会教育施設も縮減
量は僅か

（課題）

実態 成果・効果・課題



施設整備方針の改定案
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方針３ サービスの最適化を図る
機能重視への転換によりサービスの質を確保する

• 全体視点に立って施設量の削減を図りながらも、地域の距離感等立地環境や人口動態等
の変化を予測し、市民に必要なサービスを最適な質・量を確保する。

• ハコモノありきの考え方から、ソフト面の機能充実へと転換を図りながら、機能は出来
るだけ維持し、施設の有効活用や工夫により、利用率や満足度の向上を目指す。

方針１ コストを圧縮する
施設の配置・機能を最適化し経営を効率化する

• 施設の重要度・劣化度に応じた予防保全を行い、ライフサイクルコストの縮減と施設機能
の長寿命化を図る。

• 人口減少による施設利用者の減少等も見据えて、全体視点に立ったコンパクトな施設配置
、規模としながら、施設にかかるコスト（維持管理費用）を縮小する

• 施設の整備、更新、維持管理、運営において、公設の発想を転換し、民間事業者の資金や
ノウハウを活用し、より効果的かつ効率的なサービスの提供を図る。

• 有効活用されていない資産を積極的に売却し、財源(収入)の確保を優先する。

方針２ ハコモノを減らす
将来の人口減少等を見据えて、施設量を適正規模に見直す

• 重複している施設や機能の統合・整理を行い、保有面積を削減する。

• 既存施設の建替えについては、市民に必要な機能を維持する複合施設を基本としなが
ら、優先順位を付けた上で施設統廃合により、延床面積を圧縮する。

• 新規施設整備については、必要量等を十分検討し全体総量の中で調整を図る。なお、
整備に際しては未利用施設や既存施設の有効活用を基本に検討する。

（参考）前回計画の方針

方針３ サービスの最適化を図る

• 全体視点に立って施設量の削減を図りながらも、市民に必要なサービスに最適な質・量
を確保する。

• 広大な市域を持つ本市の特性より、人口動向や移動距離など地域の実情を踏まえ、一律
の再編ルールではない地域に最も適した形での施設再編を目指す。

• 地域を横断する計画が見込まれる場合は、地域の合意形成を重視する。

方針１ コストを圧縮する
施設の配置・機能を最適化し経営を効率化する

• 施設の重要度・劣化度に応じた予防保全をさらに進め、ライフサイクルコストの縮減と
施設機能の長寿命化を図る。

• 人口減少による利用者の減少や施設ニーズの変化を見据えて、全体視点に立ったコンパ
クトな施設配置、規模としながら、施設にかかるコスト（維持管理費用）を縮小する

• 施設の整備、更新、維持管理、運営において、公設の発想を転換し、民間事業者の資金
やノウハウを活用し、より効果的かつ効率的なサービスの提供を図る。

• 民間による提供が可能なサービスは、民間への施設移譲等によるサービスの継続を検討
する。

• 有効活用されていない資産を積極的に売却し、財源(収入)の確保を引き続き優先する。

方針２ ハコモノを減らす
将来の人口減少等を見据えて、施設量を適正規模に見直す

• 今後の新規の施設整備は極力行わず、新しい行政サービスへの対応は既存施設の転用・
複合化・多機能化等、施設の有効活用によりサービス提供を行う。

• 保有面積を削減のさらなる削減のため、用途ごとに設置された施設を機能ごとに見直し
、重複・類似施設を集約する。

• 市民に必要な機能の提供継続を前提に、施設建替え時以外でも複合化・多機能化を推進
し、施設保有量を削減する。

• 今後学校施設に余裕スペースが生じる場合には、生活圏域機能等との複合化による余裕
スペースの活用を図り、公共施設と学校施設を合わせた全体での施設保有量の削減を図る

施設整備方針の改定案（案）

方針4 既存施設を長く利用する
• 今後も継続使用する既存施設は、長寿命化改修を実施し、実施時に複合化を図る。
• 長寿命化改修・複合化時に、ユニバーサルデザインの採用や高機能な設備への更新を行

い、現在のニーズに合った施設機能への向上を図り、利用者の満足度向上を図る。
• 新しい時代の整備水準を設定し、LED照明化等の環境性能への対応や脱炭素化など、公共

施設に長期間の使用と今後施設に求められるニーズの充足を目指す。

＋

•近年の社会的ニーズの反映

赤字 今回の改定に合わせて加筆・変更する方針部分


